






































                                                   



















合併後の旧村としての人口は 2,748 人（18 年 1月末市調査）であり、65 歳以上 1490 人
（内男 581 人、女 909 人）、高齢化率は 54.22％、市内の中心地区 38.68％と比べ 15.54％
も高く、市内では最も高い。旧村の平均年齢は 62.2 歳、男 58歳、女 65.9 歳と女性の高齢
化率が高いのが特徴であり、さらに３年後の平均年齢が 65 歳を超えることは明らかであ
る。但し、65歳～74歳までの人口は 549 人で、男 262 人、女 287 人と拮抗しているが、75
歳以上の人口 941 人で後期高齢者（全体の 34％）が 3人に 1人の割合となっている。男 319
人、女 622 人と圧倒的に女性が優位にあるが、その割合は旧村の女性人口(1467 人)の実に









65 歳以上の独居世帯 74、二人世帯 85（17 年 5月末市調査）である。対象地区は、世帯数




























































































  さらに３月９日に厚労省が発表した「2016 年度都道府県別の健康寿命」に着目したい。
「健康寿命」とは介護などの必要がなく、日常生活を支障なく過ごせる期間と定義され、
推計値は男性 72.14 歳、女性 74.79 歳と前回調査（13 年）よりも男性 0.95 歳、女性 0.58 歳
延びたという。前回調査に比べて、全体的に健康寿命が延びた要因は、喫煙率の低下や栄
養改善、中高年の社会参加の増加が延びにつながっていると分析している。 
 問題は、平均寿命との関連である。2016 年の平均寿命（男性 80.98 歳、女性 87.14 歳）









は寝付いて３ヶ月で逝ったからだ。しかし、男 8.84 年間、女 12.35 年間余、一体この期間
どこでどう生きるというのか？ 








































週刊朝日 2018.3.5 からの引用）。 
別の視点から考えてみよう。毎日新聞が昨年 12 月に全国の主要自治体を管轄する消防本
部や消防局 79 機関に対し「緊急搬送の際の蘇生処理」について調査した。そこで 74機関
の回答を得た。「心肺停止の高齢者を救急搬送する際、現場で蘇生処置を希望しないとの






























































 ４ 「までぃ漬け物樽オーナー事業」の提案 
 
(1)  農村は思索する 
『都市を……憂うる者の慰安所、また疲れたる者の休息所ともしてみたい。農村を「志
気（しき）の剛強なる者の国のために、努力しかつ思索する場所としたい」柳田國男 
  地方は本来、「じかた」として「町方」と分業関係にあった。やがて都市経済が農村 
  に浸潤してゆくにつれ、地方はその自治を解体され、「中央」との依存関係に置かれ 
  るようになる。都市生活がいよいよ神経を磨（す）り減らす一方で、農村での生業（な 
  りわい）は痩せ細っていった。民俗学者の「都市と農村」から』 
  （鷲田清一 朝日新聞 2017/10/14） 
 










 は、社員の仕事へのモチベーションを高める上で重要な事業である。大企業のような  
 様々な経済的保障（住居手当、社会保険、年金、子育てなど）を手厚く行うことは到 
 底できない。 




   もちろん、公的な介護保険の利活用を図る。二重の手当をすることが、この事業の 
  目的である。移動用の足の確保を会社が担うことで、道路運送法では一般企業におけ 
  る社員の送迎や福利厚生事業での移動車両の有償化は規定されてはいないことと併せ 
  て、福祉有償運送とも異なり、実現は可能ではないかと考える。ただし、車両や運転 




























































































































































































 (2) 組織 
  ① 運営管理・営業販売部門 
   総務担当及び営業・販売担当である。 
  宣伝広報や顧客の管理（予約等）、及び経理も担当することから、それぞれの仕事 
  に精通する人材を要する部署である。 
  ② 野菜生産・管理部門 
   基本的に漬け物樽は、樽の数に規定され限定販売となるまた、当初は作物数を限定 










  ③  漬物製造・衛生管理部門 






























(3)  販売方法 













  ③ 将来的には、インターネット販売により、故郷の味を届けるサービスの展開を検 
   討する。 
地域の人や近郊の人が多くはオーナーになるが、その人たちが離れている家族や友 
  人に送ることも想定される。それならば、直接家族のおもいを届ける方法やこの地方 
  の出身者限定サービスを行うことも、他のネット販売との差別化となり、ＰＲ効果も 
  期待できるのではないか。商法に違反しないかどうか、専門家のアドバイスがほしい 
  ところである。 
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社員が平均 50 本出すると、2,500 本で、1 樽 50 本として、50 樽分が確保される。例




  ② 移住者との特約（若者移住者の生活維持を支援）を結ぶ。 
   当然、社員所有の畑の収穫だけでは、不足する。そこで、この村に農業をするため 
  に移住してきた人と特約を結ぶ。意図は、彼らの生活を維持することであり、合同会 

















の 65 歳以上の割合（高齢化率）は 50.1％に上り、半数を超す。75 歳以上の割合も 31.9％
で、ほぼ３人に１人が後期高齢者になる。佐竹知事は（人口減少が進む）日本全体の縮図
が秋田県だ。県民や市町村と地域経営をどうするか考え、打てる施策は打っていく」
（2018/03/31）と報じるが、人口減対策として 2014 年度から４年間取り組んだ県政運営指
針「第２期ふるさと秋田元気創造プラン」も目標値には達せず、人口減少に歯止めをかけ
られる施策はないに等しい現状にあることが、憂慮される。 
 「故郷を守るために何をすべきか」。タイムリーなこの提案に大きなヒントがあるので
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 はないかと直感した。事業の目的は、社員への利益の配分ではなく、あくまでも「地域福
祉の実現」を目指す福利厚生事業への特化である。根底は、資本主義の拝金儲け主義では
なく、社員みんなが少しでもここで暮らしやすくなればいいのだ。そこは「共同性」とい
う、ずっと昔の名残を、いまに復活させる地域となる。昔の農村は世間という縛りが強く
て、とても本音を言うことなど決してなかったろうし、女性の立場も弱かった。しかし、
この合同会社は、出資者の社員は平等であることが重要であり、経営に関わる重要な案件
は、全員一致が原則なのである。新しい村づくりを始める契機となっていくのではないだ
ろうか。 
 将来の村のカタチは、「共に暮らす」ことを実現することかもしれない。共同住宅を新
しく建てることはない。冬の間だけの共同生活もいいだろう。合同会社で育まれた絆が強
まれば、気心知れた数人で一軒の家で共同生活する。夏になった自宅に戻る。そのままそ
こで生活することも構わない。ただ経済効率からすると、この生活の方が年金生活者にと
っては、経費削減になるということだ。現金が出ていくのは、灯油代やガス代、電気代、
水道代のライフラインを維持するための経費だ。そこで、近くの山林で枯れた枝や薪を拾
ってくるだけでも、ずいぶん現金の支出が軽減されよう。一冬分の薪割りも、支援者を募
って漬け物ひと樽との物々交換も楽しい。薪ストーブの復活だ。煮炊きも暖も取れ、そし
て談話も弾む。食料はひとり口よりふたり口と言われるように、燃料と食費の節約にもな
る。 
 病院や買い物も、世帯（個別）で考えるからアンケート調査でも大変だという結論が出
てくる。そこで、グループ単位で移動搬送することを前提に考えると、もっと効率がいい
だろう。多くの高齢者は慢性疾患を抱えていて、定期的に受診し投薬される。１～３ヶ月
で１度くらいの受診であろう。急性疾患がいつでも起こるわけではない。もちろん体調不
調ということは、日常茶飯に起こっているとは思うが、その時でもグループで動くことで、
互いに体調を気遣い確認し合えるのだ。 
 冬場漬物樽が並ぶ街並み、そこにオーナーが家族や友人を連れてやって来る。樽管理の
村のばあちゃんとの会話も楽しい。そんな村を見に来る人も現れる。今年はオーナーにな
れなかった人も、下見にくるかもしれない。いろんな人が「しばれた冬を楽しむ」風景が、
ここに生まれる。 
 この会社の会議や仕事の現場が「寄り合い」の場に変わる。それが「地域包括ケアシス
テム」を構築する本来の基盤整備であり、求めるところでもある。そこでまず、各自の意
見を伝え合うということが、地域を活性化し維持するためには一番重要なことだと考えて
いる。地域包括ケアシステムは、一人ひとりに働いてはじめて機能することを、その推進
を担う行政・吏員たちは、しっかりと認識しなければならないと、苦言を呈しておきたい。 
 そして、全国に比して秋田県そのものが人口減少と高齢化の波に飲み込まれそうになっ
ている危機的な状況にあって、果敢に挑戦するチャンスをみすみす逃してはならない。行
政が無策では済まされないという、佐竹知事の危機意識を市町村行政も共有しながら、将
来の人口減と高齢化をストップさせることは難しいと嘆くよりも、今現実に生きている県
民の暮らしをいかに支えていくのかを、それぞれのまちで真剣に討議すべきである。経済
優先の「金儲け」事業で、一部の人だけが潤うような地域振興は、再考されてはいかがだ
ろうか。 
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  その意味では、「合同会社」設立の提案は決して的外れではないと考える。村落が自治
力を持った福祉共同体として再生する手立てに、「漬け物」を特産品として加工・販売す
る「合同会社」構想は、「福祉事業」を中心に展開することからも画期的であり、夢物語
ではない。突拍子もない発想ではあるが、出来ない理由を１００挙げてあげつらうよりも、
出来る理由が１つでもあれば、そこを基点に可能性を論じ合う方が、より建設的でポジテ
ィブである。無理だとあきらめて却下するのは、いつでも簡単にできるが、過去危機に瀕
しても、そこから逃げ出さずに現実と向き合いつつ、里山での暮らしを維持してきた秋田
県人の「民の力」を信じたい。 
「漬け物」にこだわるものではない。県内各地でこの構想を土台に、「地域福祉の振興」
に興味関心を持った方々が、自由に発想し論議されることを、熱望するものである。 
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